平成３１・３２年度鯖江市建設工事入札参加資格基準
ならびに資格審査申請の時期および方法について
　鯖江市で行う建設工事等競争入札に参加を希望される方は､下記の要領により｢鯖江市建設工事入札参加資格申請書｣を提出してください｡
１　資格審査を申請できるもの
　　　資格審査を申請できるものは、下記の要件に該当するもので、申請時に納期限の到来している全ての国税及び地方税の滞納がないものとします。

　（１）建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条第１項
の許可を受けてから営業年数が３年以上あること。
電気工事は建設業法許可の他に「電気工事業の業務の適正化に関する法律」（昭和４５年法律第９６号）第３４条第４項の規定による届出をしていること。

（２）電気工事の建設業法の許可を取得していない業者は「電気工事業の業務の適正化に関する法律」（昭和４５年法律第９６号）第３条第１項の登録を受けてから、営業年数が３年以上あること。
２　受付期間
　　平成３０年１２月３日から平成３１年１月３１日まで
（ただし、土、日および祝日、１２月２８日から１月３日までは除く）

　　　　　受付時間　　９：００～１７：００　

郵送の場合は平成３１年１月３１日必着とする。
３　受付場所
　〒916－8666　福井県鯖江市西山町１３番１号

　　　鯖江市役所　政策経営部　契約管理課
　　　℡　0778－53－2222
４　申請の方法および申請書の様式

　　　鯖江市指定様式により、必要事項を記入の上、受付場所へ申請して下さい。（郵
送でも可）なお、指定様式以外の申請用紙でも、指定様式に示す必要事項が記入してあれば可とします。

　ａ　申請関係書

　　　1）建設工事競争入札参加資格審査総括表　　　　　様式第１号

2）鯖江市建設工事入札参加資格申請書　　　　　　様式第２号

3）営業の沿革　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第３号

4）各事業年度における工事施工金額　　　　　　　様式第４号

　（※経営規模等評価結果通知書が添付されていれば不要）

5）建設工事経歴書　　　　　　　　　　　　　　　様式第５号

6）有資格技術職員内訳　　　　　　　　　　　　　様式第６号

　（※経営規模等評価結果通知書が添付されていれば不要）
7）技術職員名簿（市内業者（市内営業所を含む）） 様式第７号
8）使用印鑑届　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第８号

9）委任状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第９号

　ｂ　申請に必要なその他の書類（写し可）

1）①建設業許可証明書
　　　 ②電気工事を申請する業者は、「電気工事業の業務の適正化に関する法律」　第３４条第４項の規定による届出したことを証する届出受理書

2）商業登記簿謄本（法人の場合）(申請時から3ヶ月以内に発行されたもの)
3）身元証明書（個人の場合）(申請時から3ヶ月以内に発行されたもの)
4）経営規模等評価結果通知書（最新のもの）
5）専任技術者証明書（市内業者（市内営業所含む））
（県内・準県・県外業者は提出不要）　　

6）貸借対照表・損益計算書
（経営規模等評価結果通知書がある場合は提出不要。ない場合は過去２ヶ年分の提出が必要）
7）納税証明書

・市内業者（市内営業所含む）
　　市税および国税の納税証明書
（申請時から３ヶ月以内に発行されたもの）
　　　　　・市外業者

　　　　　　　国税の納税証明書（申請時から３ヶ月以内に発行されたもの）

　　　8）退職金加入証明書（加入している方のみ提出　写し可）

建設業退職金共済制度・中小企業退職金共済制度・特定退職金共済制度、退職金一時金制度を有しているもの
　　　　
５　有効期限

　　　平成３１年４月１日より平成３３年３月３１日
６　申請書作成上の注意事項等
１）　共通事項

（１）建設工事で支店・営業所等の代表者に委任する場合､建設業法上認められた
営業所とする。

（２）様式第２号、８号、９号の申請関係書類には必ず日付を記入する。
　　　支店・営業所がある場合においても申請者は本社代表者とする。

（３）申請関係書類および添付書類は、Ａ４判フラットファイルに綴じ込む。

表紙・背表紙には、タイトルと会社名を必ず記入する。

タイトルは「平成３１・３２年度鯖江市建設工事入札参加資格申請書」とす　　ること。
なお、綴じ込む順番は、申請関係書類１～９、添付書類１～８の順番とし、不要な書類は綴じ込まない。

（４）各様式で国土交通省および県の様式で内容が同じであれば、それを使用してかまわない。
２）　申請関係書類記載要領
（１）入札参加資格審査総括表（様式第１号）
①申請書から抜粋し必要事項を正確に記入する。

②更新：申請時に平成２９，３０年度鯖江市工事等競争入札参加資格申請
書を提出している業者

新規：更新以外の業者
③「実績高」欄には、最新の経営規模等評価結果通知書に記載されている２
年または３年平均の完成工事高を記入すること。経営規模等評価結果通知
書を受けていない業者は、様式４号の工事高の平均を記入すること。
　　　④「技術者数」と「うち１級技術者数」欄には、最新の経営規模等評価結果
通知書に記載されている人数を記入すること。（申請時、実際の人数と異な
る場合もあります。）
　　　⑤申請できる業種は7業種までとする。
　⑥申請内容に関する照会先は必ず記入する。

（２）鯖江市建設工事入札参加資格申請書（様式第２号）
　　　①営業所等に委任する場合、申請者は本社の代表者とする。

②許可または登録を受けている業種のうち、入札参加を希望する7業種まで　を記入する。営業所等の代表者に委任する場合は、許可または登録を受けている業種のうち委任する業種を記入する。

（３）営業の沿革（様式第３号）
　　　　「創業後の沿革」の欄には、組織の変更、合併、分割、営業の停止、営業の再開、商号若しくは名称の変更または資本金額の変更を記載すること。
（４）各事業年度における工事施工金額（様式第４号）

過去２ヶ年について、記載すること。
　　　　※経営規模等評価結果通知書が添付されていれば不要とする。

（５）建設工事経歴書（様式第５号）
　　　　過去２ヶ年について、工種ごとに作成すること。
（６）有資格技術職員内訳（様式第６号）
　　　　※経営規模等評価結果通知書が添付されていれば不要とする。

（７）技術職員名簿（様式第７号）（市内業者（市内営業所を含む））
　　　　雇用している技術者が保有している資格について記入すること。
（８）使用印鑑届（様式第８号）
　　　①実印と使用印が同一の場合は、印鑑の枠内に同じ印を押印する。

②営業所等の代表者に委任する場合も、申請者は本社の代表者とする。

　　　③使用印鑑は入札・契約等に使用する代表者の印鑑とし、営業所等に委任す
る場合は、営業所等の代表者の印鑑とする。

（９）委任状（様式第９号）
　　　①営業所等の代表者に委任する場合に使用し、本社で登録する場合は不要と
する。

　　　②委任者は本社の代表者とする。

　　　③委任の期間は､平成３１年４月１日から平成３３年３月３１日とする。
３）　申請に必要な添付書類

（１）①建設業許可証明書
　　　②電気工事を申請する業者は、「電気工事業の業務の適正化に関する法律」　第３４条第４項の規定による届出したことを証する届出受理書
（２）商業登記簿謄本

法人の場合に添付する。申請時から３ヶ月以内に発行されたものとする。
（３）身元証明書

個人の場合に添付する。申請時から３ヶ月以内に発行されたものとする。
（４）経営規模等評価結果通知書

最新のものを添付する。
入札参加資格の有効期限内に変更があった場合、最新の許可証等の写しを　提出すること。

　（５）専任技術者証明書（市内、準市業者）

　　　　すべての業種についてわかるものを添付する。
（６）貸借対照表・損益計算書

上記（４）がない場合、添付する。直近２ヵ年分。
（７）国税および地方税納付証明書

　　　①市内業者（市内営業所含む）については市税および国税（その３の３また

はその３の２）の全てに滞納のない旨の証明書を添付する。
　　　②市外業者については国税に滞納のない旨の証明書（その３の３またはその

３の２）を添付する。

③証明書は申請時から３ヶ月以内に発行されたものとする。
（８）退職金加入証明書（加入している方のみ提出　写し可）

建設業退職金共済制度・中小企業退職金共済制度・特定退職金共済制度、　　退職金一時金制度を有しているもの

　 ４）　その他

（１）入札参加資格審査申請書およびその添付書類に虚偽の事項を記入したことが明らかになったときは、入札参加資格を取り消すものとする。

（２）有効期間に申請事項の変更が生じた場合には、その都度、変更したことを
届け出ること。
（３）問い合わせ場所は受付場所と同様とする。
（４）申請書の受付票は交付しない。受付票が必要な場合は受付票を持参するこ

と。（郵送の場合は、受付票および切手を貼付した返信用の封筒等を申請書に同封すること。）
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